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１．業務名 

  習志野市証明書統合窓口受付等業務委託 

 

２．目的 

市民課における、証明書統合窓口受付、証明書交付及び証明書郵送請求業務について、

民間事業者の知識、経験及び創意工夫等を生かし、より効率的で効果的な業務運営の実現

と市民サービスの向上を図ることを目的とする。 
 
３．委託業務 

（１）証明書統合窓口受付業務 

（２）証明書交付業務 

（３）証明書郵送請求業務 
 
４．実施場所 

  習志野市鷺沼２丁目１番１号 

  習志野市役所グランドフロア 市民課内 
 
５．履行期間 

  令和元年１０月１日から令和４年９月３０日まで 
 
６．業務日等 

（１）業務日 

   次の各号に該当する日を除く日とする。 

  ①日曜日及び土曜日 

  ②国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

  ③年末年始（１２月２９日から翌年の１月３日まで） 

（２）業務時間 

   午前８時３０分から午後５時１５分までとする。 

ただし、一連の処理が時間外に及ぶものについては、業務時間に関わらず処理が完了

するまでの間、引き続き業務を行うこと。 

この場合の時間外に係る経費は委託費に含まれるものとする。 

（３）窓口受付時間 

   午前８時３０分から午後５時までとする。 

ただし、業務時間内に受付をした申請等については、全て対応することとする。 
 
７．業務内容 

（１）証明書統合窓口受付業務 

表①に掲げる市民課及び税制課で取扱う証明書の受付業務 

・法令に基づいた請求権限の確認及び本人確認を行うこと。代理人による請求の場合

は、代理権限の確認を行うこと。 

・申請書類の記載内容を確認し、記載事項に不備がある場合は、説明の上適宜加筆、

修正等を求めること。 

・申請に必要な書類が不足又は不適当な場合は、適宜追完、差替え等を求めること。 

（２）証明書交付業務 

①交付可能となった証明書等の交付業務 

・申請内容に基づき習志野市（以下「市」という。）が証明書の作成及び確認を行い、

交付可能となった証明書を交付すること。 

・表①に掲げる証明書のほか、転出証明書（転出証明書に準ずる証明書・再交付を含

む。）、自動車臨時運行許可証（ナンバープレート含む。）、印鑑登録証、通知カ

ード、在留カード、特別永住者証明書、健康保険被保険者手帳及び受給資格者票に

ついても交付すること。なお、これらのうち手数料が発生するものについては、証

明書と同様に手数料を徴収すること。 
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・交付にあたっては、内容確認を厳格に行うとともに、交付窓口において内容に関す

る問合せ等があった場合は、適切に対応すること。 

・住民異動等に伴い、関係課への案内が必要な場合は、その旨を伝えるとともに、関

係課へその内容を引継ぐこと。 

・個人番号カード及び住民基本台帳カードについては、交付権限を付さないことから、

これらカードの対応が必要な場合は、市へ引継ぐこと。 

・交付を終えた申請書については、所定の書棚で保管し、１日分をまとめた上で市へ

引渡すこと。 

②手数料等取扱い業務（公金収納方法） 

・受注者は、収入事務受託者として、徴収した手数料の管理（レジスター操作、領収

書（レシート）の発行等）を行うこと。 

・手数料については１日分を集計（精算レシートの発行、集計表の作成）し、金額を

確認した後、市の確認及び承認を受けること。承認を受けた後、現金払込書（市の

定める書式によるもの）を作成し、徴収した手数料を翌営業日までに出納取扱店又

は収納取扱店に払い込むこと。 

 

（３）証明書郵送請求業務 

   市民課で取扱う証明書の郵送による請求に関する次に掲げる業務 

①仕分け業務 

・郵送請求に関わる郵便物を受け取り、仕分けをすること。 

②送付書類の確認業務 

・申請書及び疎明資料を確認した上で、法令に基づいた請求権限の確認及び本人確認

を行うこと。 

・申請に必要な書類（手数料を含む。）の不足、不備等により照会を要する案件につ

いては、申請者へ電話などにより説明した上で、適宜処理をすること。 

③証明書作成業務 

・申請内容及び申請事由に基づき、過不足なく各種証明書及び領収書を作成すること。 

・転出届については、端末入力を行った上で、証明書を作成すること。 

・作成した証明書については、受注者において十分に確認を行った後、手数料集計及

び特例文書整理簿を作成し、市の承認を受けること。 

④証明書発送業務 

・市の承認を受けた後、発送が可能となった証明書及び領収印を押印した領収書を封

入し、申請者へ発送すること。 

・発送を終えた後、申請書は適切に保管し、１日分をまとめた上で市へ引渡すこと。 

・個人からの請求は受領日当日、法人及び特定事務受任者並びに国及び地方公共団体

からの請求は受領日の翌営業日までの発送を基本とする。ただし、請求等が多量に

及ぶ場合、又は申請者への確認等に時間を要する場合は、この限りでない。 

⑤手数料等取扱い業務（公金収納方法） 

・受注者は、収入事務受託者として、収受した手数料の管理（領収書の作成を含む。）

を行うこと。 

・手数料については１日分を集計し、金額を確認した後、市の確認及び承認を受ける

こと。承認を受けた後、現金払込書（市の定める書式によるもの）を作成し、収納

した手数料を翌営業日までに出納取扱店又は収納取扱店に払い込むこと。 

⑥電話対応業務 

・申請者からの進捗状況の確認及び発送後の証明書の内容に関する問合せについて、

適宜対応を行うこと。 
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表①【取扱い証明書】 

市 
 

民 
 

課 

住民票関係 

住民票の写し（改製原・除票を含む。） 

記載事項証明 

広域交付住民票 

住民票コード通知 

印鑑登録関係 印鑑登録証明書 

戸籍関係 

戸籍全部事項証明書（謄本）、戸籍個人事項証明書（抄本） 

除籍全部事項証明書（謄本）、除籍個人事項証明書（抄本） 

届出記載事項証明書 

一部事項証明書（戸籍・除籍・改製原） 

改製原戸籍謄抄本 

受理証明書 

特別受理証明書 

戸籍の附票（謄抄本）（除附票を含む。） 

行政証明 

身分証明書 

独身証明 

出産一時金請求記載事項証明 

廃棄済証明書 

不在住証明書 

不在籍証明書 

税
制
課 

税務証明 

課税証明書（非課税証明書を含む。） 

所得証明書 
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８．予定業務数量 

  Ｐ８「窓口来庁による証明書処理実績」及びＰ９「郵送による証明書処理実績」のとおり。 
 
９．従事者 

業務の遂行にあたり、市と緊密に連携を図りながら、良質なサービスを継続して提供し

ていくべきことを十分に認識し、次の事項に留意して委託業務を円滑に処理するよう、万

全を期すること。 

 （１）従事者 

①受注者は、常に本業務を円滑に遂行できる人数の従事者を配置すること。 

 （現行では、６～７人程度の配置人数） 

②委託業務を適正に処理するため、関係法令等の主旨及び重要性を理解し、業務を遂

行するための適切な能力を有した従事者を確保すること。 

③業務量の変動に応じた適正な配置を行い、効率的な運営が可能な体制を構築するこ

と。 

   ④業務遂行にあたり、服装その他の身だしなみが社会通念上の良識にかなうものであ

るように努めること。また、名札を作成し、業務中は着用させること。 

 （２）業務責任者 

   ①受注者は、従事者の指揮監督及び市と連絡等を行うため、業務責任者を１名常駐さ

せること。 

   ②業務責任者は、従事者の指揮監督を行うとともに適正な処理を指導でき、円滑な業

務運営を図ることができる者を配置すること。その際、地方公共団体において同種

又は類似業務の経験を有する者を配置するよう努めること。 

   ③業務責任者は、次の業務を実施すること。 

・市との連絡調整 

    ・業務計画や状況に応じた従事者の人員配置 

    ・従事者に対する作業指示及び監督 

    ・従事者に対する指導及び教育 

    ・業務改善に関する業務 

    ・情報セキュリティ等のリスク管理 

（３）業務副責任者（業務責任者の代理） 

  ①業務責任者が不在の場合は、業務責任者と同等の能力を有する業務副責任者がその

職務を代理すること。 
 
１０．従事者の研修 

 （１）受注者は、業務開始日までに従事者に対し関係法令等の専門的知識、接遇、端末操

作、個人情報保護、その他業務に必要な研修を実施した上で、従事者を配置するこ

と。 

 （２）受注者は、業務開始以降も随時必要な研修を実施し、本業務の実施状況、課題の整

理、業務改善策の検討を行うなど、本業務の質の維持及び向上に努めること。 

 （３）研修に要する一切の経費は、受注者が負担し、研修場所についても受注者が確保す

るものとする。 

 （４）市は、必要に応じて受注者に研修内容の報告を求めることができる。 
 
１１．報告会の開催 

（１）受注者は、委託業務の実施状況報告、課題の整理、業務改善策の検討などを行うた

め、市を交えた報告会を必要に応じて開催すること。 

 （２）開催にあたっては、受注者は日程について事前に市と協議すること。 

 （３）報告会を開催した際は、開催内容をとりまとめ、直ちに報告書を作成し、市へ提出

すること。 
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１２．各種報告書等の作成及び提出 

 （１）業務計画書 

   ①業務開始日までに、次の事項を記載した業務計画書を作成し、市へ提出すること。 

    ・業務実施体制（役割分担、人員配置、欠員時の補充体制） 

    ・トラブル、災害等の緊急時における連絡体制及び対応フロー 

・従事者の育成、研修に関すること 

    ・情報セキュリティ等のリスク管理に関すること 

    ・その他必要な事項 

   ②業務開始後は、必要に応じて更新を行い、その都度市へ提出すること。 

 （２）名簿 

   ①業務開始日までに、業務責任者、業務副責任者及び従事者の名簿を市へ提出するこ

と。 

   ②業務開始後に変更が生じた場合は、その都度市へ提出すること。 

 （３）シフト表 

   ①１ヵ月分のシフトを業務実施月の１０日前までに市へ提出すること。 

   ②提出後に変更が生じた場合は、速やかに最新版を市へ提出すること。 

 （４）業務マニュアル 

   ①業務開始日までに業務を遂行するにあたって必要な作業手順等を記載した業務マニ

ュアルを作成し、市へ提出すること。 

   ②業務マニュアルの著作権その他の権利は市に帰属するものとする。 

    ただし、受注者は、本業務を遂行するにあたり必要な限り自由にマニュアルを使用

し、また改変できるものとする。なお、改変した場合は、その都度市へ報告するこ

と。 

 

１３．引継ぎ 

（１）受注者は、契約締結後速やかに、業務開始に向けた準備を行うとともに、証明書統

合窓口受付業務及び証明書交付業務は市より、証明書郵送請求業務は現行の受託事

業者より業務の引継ぎを受けることとする。 

（２）契約期間満了又は契約の解除により契約が終了した後も本業務自体は継続すること

が明らかな場合は、次の受注者への業務の引継ぎについて、受注者は最大限の協力

を行うこと。なお、市は引継ぎが完了したことを確認するものとする。 

 （３）引継ぎにかかる費用は、受注者の負担とする。 

 

１４．トラブル等の対応 

（１）本業務を遂行するにあたり、トラブルが発生した時は、責任をもって対処するとと

もに、遅滞なく市へ報告すること。また、内容に応じ対応を適宜市へ引き継ぐこと。 

（２）苦情については、遅滞なく市へ報告するとともに原因究明及び再発防止策を講じる

こと。 

（３）災害発生時は、市と協力して利用者の避難・誘導等を行うこと。 

 

１５．経費の区分及び設備機器等 

 （１）業務に必要なスペース及び機器等は、市が無償貸与する。 

無償貸与する主な機器等は次のとおりとする。 

   ①戸籍及び住民記録システム端末（付随する機器等を含む。） 

   ②プリンター（システム端末用）  ③コピー機  ④シュレッダー 

   ⑤レジスター  ⑥番号表示モニター専用端末機（付随する機器等を含む。） 

⑦電話機（電話回線）  ⑧事務机及び椅子 

（２）証明書用用紙、コピー用紙、収受印、貸与品に係る消耗品（プリンタートナー等）、

光熱水費、通信運搬費、廃棄物処理費に係る費用は、市が負担する。 
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（３）受注者の故意又は過失による貸与品の破損、汚損、滅失等に伴い原型復旧に要する

費用及び必要な事務用品（筆記用具、手提げ金庫、名札用ケース及び吊り紐、領収

印、個人印鑑等）は、受注者の負担とする。 

（４）機器等は、業務上必要な場合に限定して使用することとし、目的外の使用や実施場

所以外への持ち出しを禁止するとともに適切に取り扱うこと。 

（５）受注者は、市が無償貸与する機器等以外のパソコン、モバイル端末及び電磁的記録

媒体等を業務に使用してはならない。ただし、市が認める場合に限り、最小限の範

囲、期間内において使用できることとする。 

（６）端末操作にあたっては、操作を熟知し、常に正常に作動するよう努めること。 

（７）端末操作にあたり、不具合と思われる事象が生じたときは、速やかに市へ報告する

こと。 
 
１６．使用システム等 

 （１）市が使用しているシステムは次のとおりである。 

   ①住民情報システム：（株）日立システムズ ｅ‐ＡＤＷＯＲＬＤ２ 

   ②戸籍システム：（株）日立システムズ 戸籍情報システム 

（２）市は、システム端末の使用にあたり、従事者１人につき１つのユーザーＩＤを付与

する。 

（３）システムの使用時間は、午前８時３０分から午後８時までとする。 

    ただし、業務開始の事前準備として、システムを使用する場合はこの限りでない。 
 
１７．業務履行における遵守事項 

 （１）守秘義務及び個人情報の取扱い 

受注者は、本業務の実施にあたり、個人情報の保護に関する法律(平成１５年５月３

０日法律第５７号)及び関係法令、並びに習志野市個人情報保護条例(平成１０年条例

第２２号)及び別記個人情報取扱特記事項を遵守すること。 

 （２）住民基本台帳関係法令の遵守 

受注者は、本業務の実施にあたり、住民基本台帳法(昭和４２年法律第８１号)、住

民基本台帳法施行令(昭和４２年政令第２９２号)、住民基本台帳法施行規則(平成１１

年自治省令第３５号)、戸籍法(昭和２２年法律第２２４号)、戸籍法施行規則(昭和２

２年司法省令第９４号)、地方税法(昭和２５年法律第２２６号)、習志野市税条例(昭

和３３年６月２８日条例第３号)及びその他関係法令等を遵守すること。 

 （３）労働関係法令の遵守 

受注者は、業務従事者に係る労働基準法(昭和２２年法律第４９号)、職業安定法(昭

和２２年法律第１４１号)、最低賃金法(昭和３４年法律第１３７号)、労働安全衛生法

(昭和４７年法律第５７号)、雇用保険法(昭和４９年法律第１１６号)の規定及びその

他労務に関する一切の責任を負わなければならない。 

（４）信用失墜行為の禁止 

   業務を遂行するにあたっては、公務を取り扱っていることを十分認識し、身だしな

み、言葉遣いなどに注意し、迅速丁寧な対応を心掛け、市の信用を失墜させるような

行為を行ってはならない。 

（５）本業務における指揮・命令等 

従事者への指揮・命令、管理・監督及び指導・育成は、受注者が責任を持って行い、

従事者が市に指示を求めることがないようにしなければならない。ただし、次の場合に

おいては、市は従事者に直接、技術指導等を行うことができる。 

   ①システム改修が行われ、改修後の端末を従事者が初めて使用する場合等において、

当該端末の操作方法等について、受注者の監督のもと、市が従事者に操作方法等の

説明を行うこと。 

   ②安全上緊急に対処する必要がある場合において、市が直接、従事者に指示を行うこ

と。 
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（６）損害賠償 

受注者が、本契約の内容に違反し、受注者の責めに帰すべき理由により、市又は第

三者に損害を与えたときは、受注者の責任においてその損害を賠償すること。なお、

本契約終了後に損害が発生し、又は損害の発生を知った場合も同様とする。 

（７）再委託の禁止 

受注者は、本業務の全部を他に委託し、又は請け負わせてはならない。 

ただし、合理的かつやむを得ない事情があり、あらかじめ書面により市の承諾を得

た場合は、本業務の一部を再委託することができる。 

 

１８．委託費の支払い 

 （１）受注者は、業務を履行したときは、直ちに業務委託完了届等を提出し、市が必要な

検査を行った上で、当該検査を合格した場合において、受注者からの請求により支

払うものとする。 

 （２）市は、請求を受けた日から起算して３０日以内に委託費を支払うものとする。 

 （３）委託費は、月額払いとする。 

 

１９．その他 

本仕様書に定めのない事項又は疑義が生じた事項については、市と協議の上決定する

こととする。 
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